
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、21年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

特になし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（市川三郷町人事行政の運営等の状況報告）

5,312 5,660919,024

千円千円 千円
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２　一般行政職給料表の状況（２２年４月１日現在）
（　単位　：　円　）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(１) 職員の平均年齢、平均給料月額、及び平均給与月額の状況（平成22年4月1日現在）
①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

参　　考

A/B

－

歳 円 0.92

－

－

－

－

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１９～２１年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与額の額を加えた試算値である。

③看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

５級 ６級

民　　　間

１級 ２級 ３級 ４級

45.5 318,285 -

区　　分 平均年齢 平均給料月額

参　考

49.3歳 3,955人

市川三郷町

山梨県

類似団体

174人

市川三郷町 33.0 248,708

類似団体 40.8 291,541

254,123

市川三郷町

う ち 学 校 給 食 員

う ち 自 動 車 運 転 手

335,120

国

区　　分

山梨県 40.1 359,081

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

民間（D）

- - -

4,021,494円 1.11

-- -

3,620,700円

（国ベース）

公　　務　　員

平均年齢 職員数
平均給与月額
（国ベース）

平均給料月額
対応する民間の
類似職種

平均給与月額
平均給与月額

う ち 自 動 車 運 転 手 59.8歳

国 41.9

43.3 322,708

公務員（C）

284,514円

13人

42.2

43.3

311,900

365,618

340,600

325,579

336,510

―

416,860

331,169円48.7歳

51.9歳

平均給与月額
（A）

55.9歳 3人

-

284,286円

年収ベース（試算値）の比較

258,382円

243,033円

358,919円

243,400円 250,323円

1人 - -

322,291円

293,237円

-

302,455円

382,742円

345,485

366,400

376,370

395,666

国

山梨県

49.8歳

区　　分

類似団体

C/D

266,336

348,250

平均給与月額（国ベース）

379,202414,517

299,739

区　　分

250,900円

う ち 学 校 給 食 員

市川三郷町 17人

１号給の
給料月額

135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600

平均年齢

最高号給の
給料月額

243,700 309,400 356,600 390,500

調理員 43.3 272,100

403,000 425,100

平均給与月額（B)

－ － －278,900円

－

－ － －

－ －

－ － －

－ － －
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（2) 職員の初任給の状況（２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

172,200

     -

経験年数１５年

144,500

大　学　卒

高　校　卒

-

233,650

129,200

137,200

区　　　　分

129,200

大　学　卒

技能労務職

一般行政職
高　校　卒

-
技能労務職

看護・保健職 -

高　校　卒

大　学　卒

中　学　卒 - -

一般行政職

-

-

大　学　卒

140,100

高　校　卒

206,900

178,800

140,100

区　　　　　分 国山梨県

経験年数２０年

-

-

323,550

289,975

283,400

看護・保健職 198,300

-

-

市川三郷町

146,700

172,200

中　学　卒

経験年数１０年

--
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２　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２２年４月１日現在）

（注）１　市川三郷町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2)昇給への勤務成績の反映状況

現在、人事評価を試行している。今後昇給等に反映させるよう本格導入を図っていく。

9.5

39

17

人

4

14

29.944

%

%

1　　級

職員数区　　分 標準的な職務内容

主事・主事補

%

%
6　　級

%

人

2.7

3　　級

2　　級

主幹・主幹係長

主幹係長・課長

主査・主査係長

4　　級

5　　級

主任

人

26.5

11.6

構成比

%

課長

19.7

人

人

29

人

１級
9.5%

１級
6.5%
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２級
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２級
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２級
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26.5%
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19.7%
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24.7%
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）】

現在、人事評価を試行している。今後勤勉手当に反映させるよう本格導入を図っていく。

（2) 退職手当（22年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

該当なし

 (4) 特殊勤務手当

月額　　係長　　　　５，０００円

　　　　　課員　　　　４，０００円

町税の賦課及び徴収

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

救護　　１件　　　　　　５００円

主な支給対象職員

3手当の種類（手当数）

行旅病人の救護、死亡

税務手当

左記職員に対する支給単価

税務事務に従事した職員

主な支給対象業務

59.28

24,657

1.501.50 0.70

41.34

23.50

2.75

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

33.50

0.70

国市川三郷町

１人当たり平均支給額（21年度）１人当たり平均支給額（21年度）

山梨県

―

0.70

職制上の段階、職務の級等による加算措置

41.34

・役職加算5～20％　・管理職加算10～25％

2.75

30.55

1.50

市川三郷町

・役職加算5～20％　・管理職加算10～25％

1.40

23.50

1.40

国

30.55

処理　　１件　　　　１，０００円

支給実績（21年度決算）

手当の名称

野犬の捕獲等の作業に従事する

47.50

33.50

４８，３６４円

5.64%

59.28

59.28

59.28

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

支給職員1人当たり平均支給年額（21年度決算）

4,862

59.28

役職加算5～15％

532千円

1,388 1,669

行旅病人及び死亡人

職員

に従事した職員処理手当

野犬捕獲等の作業手当

人の取扱い業務

に関する業務

1.40 2.75

47.50

59.28

行旅病人又は死亡人の処理作業

日額　　　　　　　　　１，０００円
捕獲及び薬殺の作業
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２２年４月１日現在）

円

通勤手当

30㎞～35㎞

45㎞～50㎞

50㎞～55㎞

55㎞～60㎞

60㎞～

同

11,300円

13,700円

16,100円

21,800円

22,700円

23,600円

24,500円

20,900円

1.交通機関等の利用者通勤
のために交通機関等の利用
を常例とすること、運賃等の
負担を常例とすること、徒歩
により通勤するものとした場
合の通勤距離が片道2㎞以
上であること運賃等相当額
が55,000円以下については
運賃等相当額

2,000円

6,500円

5㎞～10㎞

35㎞～40㎞

8,900円

18,500円

40㎞～45㎞

～5㎞

10㎞～15㎞

25㎞～30㎞

配偶者

1人（配偶者なし）

管理職手当

宿日直手当

4,100円

特定期間の加算

５１，７７９円６，４２１千円

2.自宅その所有に
かかる住宅に居住
している職員で世
帯主であるもの

5,803千円

4,590 千円

国の制度
との異同 異なる内容

15㎞～20㎞

20㎞～25㎞

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ）

10,097支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ）

58

76職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ）

住居手当

1人（配偶者非扶養）
扶養手当

国は、所
有する住
宅に対す
る制度は
無し

家賃-
12,000円

（家賃-
23,000円）
×1/2＋
11,000円

27,000円

11,000円

（21年度決算）

２４６，２９６円

１１７，１８２円１０，８９８千円

２２，９０６千円

305,435円

家賃23,000円を超
え55,000円未満

同

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 14,861

異

手　当　名 内容及び支給単価

1.職員の居住する借家・借
間自ら居住するための住宅
を借り受け、現に当該住宅
に居住し、月額12,000円を
超える家賃を支払っている
職員

家賃55,000円以上

2.自動車等の使用者通勤の
ために自動車等の使用を常
例とすること、徒歩により通
勤するものとした場合の通勤
距離が片道2㎞以上であるこ
と

4,000円

家賃23,000円以下

5,000円

13,000円

6,500円

国の制度と 支給職員１人当たり

46,836

平均支給年額
支給実績

（21年度決算）
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６　特別職の報酬等の状況（２２年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （支給時期）

給料×42/100×在任月数 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

341
[ 387 ］

13
43

事務の統廃合

事務の統廃合

33
14

16

対前年
増減数

0

0
△ 1

1
0
△ 2 業務減

主な増減理由

休業者の復職による配置換え

業務増

0

△ 7

21

△ 2

△ 5

0

-
△ 2

△ 2

△ 4

21

27

356
[ 387 ］

376 326
[ 387 ］[ 387 ］

△ 1

[ 　0 ］
319

[ 387 ］
331

病院

その他

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　
門

小　計

319,000

議会

普
通
会
計
部
門

13

町 長

職 員 数

土木

　　　　　　　　区
分

　部　　門

　　（21年度支給割合）

給

料

副 議 長

230,000

合　　計

小　計

欠員不補充、業務の統廃合

法令基準の充足46
水道・下水道

1

638,000

給 料 月 額 等

180,000

3.15

157,000

議 長

市区町村長

議 員

　　（21年度支給割合）

4.10期
末
手
当

退
職
手
当

備　　　　考

市区町村長

消防部門
教育部門

一
般
行
政
部
門

衛生

税務
総務

民生

商工

計

農水

区 分

議 員

副 議 長

157,000

798,000

180,000
報

酬

（参考）類似団体における最高／最低額

319,000

議 長 230,000

280,000

258,000

340,000

２２年

2
48
11
14
5
11
31

98
7
46

２１年

2
49
11
13
5
13
31
23

100
7
45

147

２０年

2
47
11
13
6
11
35

106

28
-

146

8
43

157

１９年

2
57
10
13
6
13

164

39
14

17
3

17
37

１７年

4
62
9

116
16

34

34

19

１８年

2
50
11
14
6

156

33

164

113

33

41

29

108

143

29 28 27 25

- - -
25

148

152 151167178
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（2)年齢別職員構成の状況（２２年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（注） １　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

(４)職員の採用及び退職等の状況 （平成21年度)

※　退職欄「その他」は、死亡等が含まれる。

0

19

100％

0

1

5.3%

0

16

3

0

0

0

1

5.3%

0

1

0

0

0

1

0

31.6%

11

0

0

0

0

11

57.9%

0

0

0

6

合　計

退　　　　　職

5

1

定　年 勧　奨 自己都合 その他

一般行政職

医 療 職

採　用

4

7

～

43歳

～ ～ ～ ～

32歳 36歳

35歳 39歳

～ ～

消防

構成比（％）

技能労務職

教 育 職

公 安 職

合 計

0

0

0

11

人

区　分

一般行政

部門別

職員数

20歳 20歳 24歳

人

0

52歳44歳 48歳

47歳

46

人

59歳

25 3732

55歳

人 人

31歳

人

21 51

人人 人

7 13

計

60歳40歳

人 人

以上51歳

人人

56歳

～

未満

～ ～

23歳 27歳

28歳

32550 43 0

２１年 ２２年
過去５年間

の増減数（率）

年度
１７年 １８年 １９年

156 148 146

２０年

147 143

教育 34 33 29 28 27 25

164

0 0 0 0

普通会計計 198 189 177

331 326 319

公営企業等会計計 178 167 164

総合計 376 356 341

0

△ 30

157 152 151

0 0

174 174 168

△ 27

△ 57

（-12.80％）

（-26.47％）

（--.--％）

（-15.15％）

（-15.17％）

（-15.16％）

△ 21

△ 9

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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（５）　職員採用試験の状況 （平成21年度）

ア　実施日

イ　採用試験の実施状況

第1次合格者最終合格者数競争倍率

【人】 Ａ 【人】 Ｂ 【人】 Ｂ/Ａ　【％】 数 【人】 Ｄ 【人】 Ｂ/Ｄ　【倍】

1

2

受験率受験者数

1

5.4

6.8

2.0

1.0

1.0

5

4

100.0% -

75.0%

96.4%

50.0%

100.0%

7

9

1

22

0 1

27

27

2

2

申込者数

36

28

4

看護師職

医療技術職
（作業療法士）

職　　　種

3

3

1

2

1

採用予定数

事務職【Ⅰ】

保育士職

保健師職

-

12月3日

12月3日

1月18日

1月18日

12月28日

11月2日

11月2日

1月13日

1月13日

医療技術職
（作業療法士）

9月20日

9月20日

12月6日

12月6日

12月24日

事務職【Ⅰ】

保育士職

保健師職

看護師職

職　　　種 第1次試験 第2次試験 最終合格発表日
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８　職員の勤務時間　　　※全職種

①

②

日

休暇の種類
１公民権行使休暇
２裁判員、証人、鑑定人、参考人等として

３骨髄提供休暇
４ボランティア休暇 ５日以内
５婚姻休暇 ５日以内
６妊娠中又は出産後の通院休暇 必要と認める時間
７分娩休暇 予定日前６週間～後８週間目に当たる日までの期間
８育児休暇 １日２回それぞれ３０分以内の期間
９配偶者出産休暇 ２日以内
１０男性職員の育児参加休暇 ５日以内
１１子の看護休暇 ５日以内
１２忌引き 必要と認める期間
１３父母の祭日休暇 １日
１４夏季休暇 ５日以内
１５感染症まん延防止休暇
１６住居喪失・損壊休暇
１７非常災害交通遮断休暇

１９生理休暇

（４）育児休業及び育児部分休業の取得状況 （平成21年度)
平成20年度中に新たに育児休業が取得可能となった

育児休業部分休業 職員（育児休業 うち育児休業 うち部分休業
取得者 取得者 等対象者数) 取得者数 取得者数

※１　「育児休業取得者」、「部分休業取得者」及び「うち両休業取得者」欄の上段は、平成20年度に新たに

　育児休業(部分休業)を取得した者、下段は、育児休業(部分休業)の期間が平成19年度から20年度にかけて

　引き続いている者の数。

※２　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」および「うち両休業取得者数」欄の上段の平成21年度に新たに育児休業を

　取得した者の数には、「平成21年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員で育児休業（部分休業）した職員」と

　「平成20年度中に育児休業が取得可能となったが、平成21年度に新規に育児休業（部分休業）した職員」の両方が含まれるので

　「平成21年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち、育児休業取得者数」、「平成21年度中に新たに育児休業が

　可能となった職員のうち部分休業取得者数」及び「平成20年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち両休業取得者

　数」の各々と必ずしも一致するわけではなく、また下回ることはない。

（５）介護休暇の取得状況 （平成21年度)
介護休暇
取得者

0

休　　暇　　の　　取　　得　　形　　式
合　計 全日型中心

01

その他

合　計 1
女性職員 1

0
1
1

1

0

男性職員 0

1

7 6 1

6

1

時間型中心

　の官公署出頭休暇
その都度必要と認める期間

男性職員

女性職員

合　計

0
0
6

その都度必要と認める期間
その都度必要と認める期間

7
2

0
0
1

6.9

12時00分

13時00分

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間
その都度必要と認める期間

8時30分 17時30分

平成２１年１月１日～平成２１年１２月３１日の平均使用日数

その都度必要と認める期間

1 0

１８交通機関の事故等による不可抗力休暇

6
3 2

４０時間

休憩時刻

3

終了時刻開始時刻

（３）特別休暇等の状況（平成２２年）

～

一般職員の勤務時間

（１）勤務時間の状況（平成２２年４月１日現在）

（２）一般職員の年次有給休暇の使用状況

その他

その都度必要と認める期間

１週間の勤務時間
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9　職員の分限及び懲戒　　　※全職種
（１）分限処分数（平成２１年度）

（２）処分事由別分限処分件数
（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

勤務実績が良くない場合

（法第28条第1項第1号)

心身の故障の場合

（法第28条第1項第2号、第2項第1号)

職に必要な適格性を欠く場合

（法第28条第1項第3号）

職制等の改廃等により過員等を生じた場合

（法第28条第1項第4号）

刑事事件に関し起訴された場合

(法第28条第2項第2号)

条例に定める事由による場合

(法第27条第2項)

※１　処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため延数で計上
※２　法とは地方公務員法をいう。

（３）懲戒処分者数　（平成21年4月1日～平成22年3月31日)

（４）処分事由別懲戒処分件数 (平成21年4月1日～平成22年3月31日）

法令違反
（法第29条第1項第1号)
職務上の義務違反又は怠慢
（法第29条第1項第2号)
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
（法第29条第1項第3号）

※１　処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため延数で計上
※２　法とは地方公務員法をいう。

合　　　　計 0 0 0 0

0

0

0

- - - -

- - - -

免職 合計

- - - - 0

区　　　　分 戒告 減給 停職

-
戒　告 減　給 停　職 免　職
- - - -

合　　　　計

法第28条第4項により失職した者

合　計

2

0

0

0

0

0

降任 免職 休職 降給

2

2

区　　　　分

0

- - 2 -

2

-

0

0

0

合計 失職

降　任 免　職 休　職 降　格 合　計 失　職

0

2
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10　職員の服務　　　※全職種

（１）服務規律の遵守（平成２１年度）

11　職員の研修　　　※全職種

○主な研修実績（平成２１年度）

12　福利厚生（互助会）に係る支出について（平成２１年度決算）

12－２　　職員の福祉及び利益の保護

（１）職員の厚生福利の実施状況（平成２１年度）
①職員の健康管理に関する取組状況

（２）職員の厚生福利の実施状況（平成21年度）
①職員の健康診断の実施状況

庁内ＬＡＮインフォメーション

109

219

対象者数

出張研修、自主研修
希望者

検査項目 受診者数

（階層等） （人）
区分（研修名） 内　　　　　容

安全対策について問題点を指摘した。

庁議等ついて周知徹底した。

の向上と住民ニーズの多様化・高度化に対応した効率的な業務体制の充実を図った。

町長
職員への周知方法

山梨県市町村研修所
研修

階層研修、専門研修、特別研修、実務研修

平成１９年に策定した「人材育成基本方針」に基づき、職員研修計画を策定し、職員の意識

該当職
員及び 226

対象職員 参加者数

市川三郷町に人を 本町における定住・交流人口の増加を目的に
76『呼ぼうプロジェクト』 希望者職員間で調査・研究・討論を行い、具体的な

ＰＲ事業を計画・実施

総務省自治大学校 国における地方分権改革の動向、ＮＰＭ基礎理論 幹部候補
1第3部課程 職員自治体経営改革、人事管理、公会計改革、資産・債務改革

新時代・地域経営コース 新健全化法の講義並びに行政課題演習

市町村アカデミー 法務の基礎と実務 該当職員
1（法令実務）

議会議長
教育委員会

取組内容

改革及び能力開発を進め、時代に適応した人材の育成を推進するとともに、住民サービス

地方公務員法、町職員服務規程等に
基づき、公務員としての自覚行動に

任命権者

公費

0

概要

0

会費

－－－

公費負担率

0.00%

332

-

共済組合からの助成により、人間ドックを希望する者が
自己負担で受診した。

市川三郷町安全衛生委員会の活動を通じて、職員の安全衛生に関する
啓発を職場内ネットワークを通じて行った。

臨時職員、非常勤嘱託職員のうち、居住する市町村の健
康診断を希望した者が受診した。

基本健診

基本健診 0

互助会名

市川三郷町職員互助会

会員数

235

住民健康診断

事業名 概要

職員の健康管理に関する取組 世界的に広がりを見せる新型インフルエンザ対策について対応を協議

職員定期健康診断

職員の健康管理に関する周知
特に、職場におけるメンタルヘルス対策や、庁舎内・庁舎周辺の

項　　目
市川三郷町立病院への業務委託により、全職員を対象
に検診を行った。
（ただし、共済組合助成の人間ドック及び他の医療機関
での受診希望者は除く）検査費用については、町が全額
負担した。

人間ドック

0.00%

平成１９年度以降、互助会等への公費負担は無し。

市川三郷町立病院職員互助会 96 －－－
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13　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２１年４月１日現在の人数である。

イ　 特記事項

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

職員数 （参考）２０年度平均

2 7,466

一人当たり給与費

２１年度 人

める職員給与費比率

一人当たり

%

10.1

366,719

千円

2,925

千円千円 千円

　　　　　　Ａ 給　 料

団体平均

330,566 489,804

総費用

区　　分

Ａ  

純損益又は実

2,380

区　　分
職員手当

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

平均月収額

期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A

45.6

43.0
市川三郷
町

事 業 者

　　計　　Ｂ

546,495

基本給

6,386

　　　　　　Ｂ／Ａ

%

6,60212,771

　　　　千円

8.3

千円

13,509

20年度の総費用に占職員給与費比率

千円　

Ｂ　

千円　

総費用に占める

161,875

　質収支

△ 25,196

２１年度 千円
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 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

ウ　地域手当

該当なし

エ　特殊勤務手当

該当なし

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

１人当たり平均支給額（２１年度）

12,000

463 千円 231,500

468 千円 234,000

1,388

通勤手当 24 千円

住居手当 同4（6）「その他の手当」を参照

平均支給年額
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容 （２１年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

134

手　当　名 内容及び支給単価 （２１年度決算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２１
年度に退職した職員に支給された平均額である。

1,463

市川三郷町

１人当たり平均支給額（２１年度）

41.34

15,624

（一般行政職・団体平均等）

市川三郷町

2.70

59.28

59.28

23.50

47.50

59.28 59.28

47.50 59.28

30.55

33.50

1.40 1.40

23.50

269支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

59.28

扶養手当

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ） 409

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ） 205

33.50 41.34

2.70

30.55

（一般行政・団体平均等）
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④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）市川三郷町における定員管理の数値目標（数・率）

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

純減率純減数平成17年4月1日 平成22年4月1日

3平成18年4月1日 平成22年4月1日

始　期 終　期
数　値　目　標

計画期間

66.67%

職員数

3 2 1

職員数
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